
青梅市行政手続条例の一部改正について（概要） 
平成２７年４月１日から青梅市行政手続条例の一部を改正する条例が施行され、次のような手続

が整備されました。 

＜条例に追加された内容＞ 

お問合せ：総務部文書法制課法制担当 電話番号0428-22-1111内線2493・2494 

（１）行政指導の方式（第３３条第２項関係） 

行政指導に携わる者は、当該行政指導をする際に、市の機関が許認可等をする権限または許認

可等にもとづく処分をする権限を行使し得る旨を示すときは、その相手方に対して、当該権限を

行使し得る根拠を示さなければならないこととしました。 

（２）行政指導の中止等の求め（第３４条の２関係） 

法令または条例等に違反する行為の是正を求める行政指導（その根拠となる規定が法律または

条例に置かれているものに限ります。）の相手方は、当該行政指導が当該法律または条例に規定

する要件に適合しないと思うときは、当該行政指導をした市の機関に対し、その旨を申し出て、

当該行政指導の中止その他必要な措置をとることを求めることができることとしました。 

（３）処分等の求め（第３５条の２関係） 

法令または条例等に違反する事実がある場合において、その是正のためにされるべき処分また

は行政指導（その根拠となる規定が法律または条例に置かれているものに限ります。）がされて

いないと思うときは、当該処分をする権限を有する行政庁または当該行政指導をする権限を有す

る市の機関に対し、その旨を申し出て、当該処分または行政指導をすることを求めることができ

ることとしました。 
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